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「明石市こどもの養育費に関する条例」の制定に係る 

意見公募手続の実施について 

 

 

１ 制定の目的 

   本市では、２０１４年から離婚等のこども養育支援を開始し、その１つである養

育費確保支援については、当事者及び有識者を構成員とする「こどもの養育費に関

する検討会」における議論を踏まえて、こどもの立場に立って、相談対応や費用補

助などの総合的な支援を実施しているところです。 

   こどもが自立するまでの長い期間にわたって養育費が確保されるためには継続的

な取組が必要であり、こうした取組を一過性のもので終わらせることなく恒常的な

制度とするために、養育費に関する条例を制定しようとするものです。 

 

２ 条例案の概要 

   条例の制定については、２０１９年以降、「こどもの養育費に関する検討会」で議

論を重ねております。先日（２０２２年１２月２６日）開催した第６回検討会にお

ける議論を踏まえた条例案は、以下のとおりです。 

 

 ⑴ 基本理念【第３条】 

  ① こどもの最善の利益を優先して考慮すること。 

  ② こどもの意見を尊重し、こどもの立場に立って行うこと。 

  ③ 保護者及び市が相互にこどもの最善の利益のために継続的に連携すること。 

 

 ⑵ 責務 

  ① 市の責務【第４条】 

     こどもの養育費確保支援に関する基本的かつ総合的な施策を実施します。 

  ② 父母の責務【第５条】 

     養育費について必要な事項を取り決め、これを誠実に遵守するよう努めます。 

  ③ 市民等の責務【第６条】 

     こどもの養育費確保支援に関する施策に協力するよう努めます。 
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 ⑶ 支援策 

  ① 広報及び啓発【第７条】 

     現在実施している「参考書式の配布」をはじめ、保護者及び市民等の関心及

び理解を深めるため、必要な広報及び啓発を行います。 

  ② 相談支援体制の整備【第８条】 

     現在実施している「こども養育専門相談」をはじめ、総合的な相談支援体制

の構築を図ります。 

  ③ 経済的支援【第９条】 

     現在実施している「養育費取決めサポート」をはじめ、養育費を確保するた

めに必要な経済的支援を行います。 

 

 ⑷ 関係機関との連携【第１０条】 

    現在開催している「こどもの養育費に関する検討会」をはじめ、関係機関と連

携するとともに、こども及びその保護者並びに関係機関等から意見を聴きます。 

 

 ⑸ 検討【附則第２項】 

    養育費の支払義務の不履行に対する罰則の制定の可否等の方策については、本

条例の施行状況及び社会情勢を勘案し、引き続きの検討課題として位置付けます。 

 

３ 意見公募手続（パブリックコメント）の実施 

 ⑴ 募集期間 

    ２０２３年１月６日（金）～２月４日（土）（３０日間） 

 ⑵ 提出方法 

    持参、郵送、ファクシミリまたはメール 

 ⑶ 提出先 

政策局市民相談室市民相談係 

FAX 078-918-5102  メール soudan@city.akashi.lg.jp 

 

４ 条例案 

   別紙のとおり 

 

５ 今後の予定 

 ・ 条例議案提出  令和５年第１回定例会３月議会 

 ・ 条例施行    ２０２３年４月１日（予定） 



別紙 

明石市こどもの養育費に関する条例（案） 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、こどもを核としたまちづくりを進める明石市（以下

「市」という。）において、日本国憲法及び児童の権利に関する条約（以

下「条約」という。）の精神にのっとり、養育費の確保がこどもの生存権、

幸福追求権その他のこどもの権利を実現するために極めて重要なもので

あることに鑑み、こどもの養育費確保支援に係る基本理念を定め、市、父

母、市民等の責務を明らかにし、及びこどもの養育費確保支援に関する施

策を総合的かつ継続的に推進するための基本となる事項を定めることに

より、こどもの最善の利益を実現することを目的とする。  

 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

 (１) 養育費 離婚その他の事由により、こどもを現に監護していない父

母の一方が、当該こどもに係る扶養の義務を履行するために負担する

当該こどもの監護に要する費用をいう。 

 (２) 保護者 父母、未成年後見人その他こどもを現に監護するものをい

う。 

 (３) 市民等 市民及び市内において事業活動又は市民活動を行う者又

は団体をいう。 

 (４) こどもの養育費確保支援 養育費を確保するために市が行う支援

をいう。 

 

 （基本理念） 

第３条 こどもの養育費確保支援に係る基本理念は、次のとおりとする。 

 (１) こどもが人格を有する一人の人間であることに鑑み、こどもの最善

の利益を優先して考慮すること。 

(２) 条約がこどもの意見表明権の確保を求めていることに鑑み、こども

の意見を尊重し、こどもの立場に立って行うこと。 

(３) 保護者及び市が相互にこどもの最善の利益のために継続的に連携

すること。 
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 （市の責務） 

第４条 市は、基本理念にのっとり、市民に最も身近な基礎自治体として、

関係機関と相互に連携協力して、こどもの養育費確保支援に関する基本的

かつ総合的な施策を実施するものとする。 

２ 市は、こどもの養育費確保支援に関する施策を実施するため、予算の範

囲内において、必要な財政上の措置を講ずるものとする。  

３ 市は、第１条に規定する目的を達成するため、こども、保護者及び市民

等に対して支援その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

 （父母の責務） 

第５条 父母は、離婚その他の事由により、いずれか一方のみがこどもの監

護をするときは、こどもの最善の利益を主として考慮し、養育費について

必要な事項を取り決めるよう努めるものとする。 

２ 父母は、前項の規定により養育費の取決めをしたときは、これを誠実に

遵守するよう努めるものとする。家庭裁判所が民法（明治２９年法律第８

９号）第７６６条第２項（同法第７７１条において準用する場合を含む。）

の規定により子の監護に要する費用の分担について定めたとき又は同法

第８７９条の規定により扶養の程度若しくは方法について定めたときも

同様とする。 

 

 （市民等の責務） 

第６条 市民等は、こどもの養育費確保支援に関する施策に協力するよう努

めるものとする。 

 

（広報及び啓発） 

第７条 市は、こどもの養育費確保支援に関するこども、保護者及び市民等

の関心及び理解を深めるため、必要な広報及び啓発を行うものとする。  

 

 （相談支援体制の整備） 

第８条 市は、こども及びその保護者が養育費に関する問題について安心し

て相談をすることができるよう、総合的な相談支援の体制を構築するもの

とする。 

 

 



 

3 

 

 （経済的支援） 

第９条 市は、養育費を確保するために必要な経済的支援を行うものとする。 

 

 （関係機関の連携） 

第１０条 市は、こどもの養育費確保支援を適切に行うため、関係機関と連

携するとともに、こども及びその保護者、養育費に係る制度に精通してい

る者並びに関係機関から意見を聴くものとする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 （検討） 

２ 市長は、この条例の施行の状況及び社会情勢を勘案し、養育費の支払義

務の不履行に対する罰則の制定の可否その他のこどもの養育費を確保す

るために必要な方策について検討を加え、その結果に基づき、必要な措置

を講ずるものとする。 

 


